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菊地 進

同時方程式モデルの係数パラメータの一般的な推定方法としてはじめに採用され

たのは完全情報最尤法であった。しかし，この方法は計算の実際的可能性という点

からいえば実用に耐えうるものでは全くなく，実際の推定にあたっては，それに代

わるより簡便な推定方法が必要であった。そこで，最尤法の適用部面を限定するこ

とによって計算を簡略化した情報制限最尤法が，また，その特殊な形態としての誘

導型最尤法が考案されることになったのである。誘導型最尤法が情報制限最尤法の

特殊な形態であるというのは，適度認定のモデルに適用される情報制限最尤法が誘

導型最尤法に他ならないとb、う意味である。

ところで，以上はすべて最大尤度法に基づく方法であるが。他方，このそれぞれ

に対応する形で，最小二乗法に基づく方法も開発されることになった。すなわち，

完全情報最尤法にたいしては三段階最小二乗法，情報制限最尤法にたいしては二段

階最小二乗法，誘導型最尤法にたいしては間接最小二乗法とL、うようにである。二

段階最小二乗法と間接最小二乗法との関係は，上述の情報制限最尤法と誘導型最尤 九
人

法との関係と全く伺ーである。それゆえ，誘導型最尤法および間接最小二乗法がそ

れぞれ情報制限最尤法および二段階最小二乗法の特殊な形態ということになるの

で，構造パラメータの最適推定方法を確定するためには，完全情報最尤法，情報制

限最尤法，三段階最小二乗法，二段階最小二乗法と L、う 4つの方法の間での優劣関
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係を明らかにすればよいということになる。

これら 4つの方法が構造ノfラメータの推定方法として許容されるのは，これらの

方法によって導かれる推定量がいずれも一致性とL寸漸近特性をもつからであっ

た。この点では4つの推定方法とも全く同等である。しかしながら，等しく一致推

定量を与えるからといって，それらの極限分布が全く同一であるとは限らなし、。そ

こで，まず，それらの極限分布の比較ということが試みられる。すなわち，比較す

る2つの推定量を 910 92として，次のように， その差の確率極限をとるのである。

pli問、lfi(91-92)

このような比較の結果，情報制限最尤推定量と二段指最小二乗推定量とは，極限

分布が同一であることが明らかにされた。すなわち，両推定量に闘してよ式をとる

と，それが Oになることが証明されたのであるヘ

• Baseman. R. L.. "On the Asymptotic Distribution of Generalized Linear Estima-

tions." Econometrica. Vol. 28， 1964. 

また，完全情報最尤推定量と三段階最小二乗推定量に関しても，漸近分布が同一で

あることが明らかにされたヘ

事 Rothenberg.T. J. and C. T. Leenders. "Efficient Estimation of Simultaneous 

Equation Systems，" Econo朗etrica.Vol. 32， 1964釜

こうして，情報制限最尤推定量と二段階最小二乗推定量とは漸近的に同等 asymp-

totically 問uivalentであり， また，完全情報最尤推定震と三段階最小二乗推定最

も漸近的に向等であるとL、う結論が得られているのである。

他方，第 t番目の構造方程式の係数パラメータに隠する三段階最小二乗推定量を

8;'3九二段階最小二乗推定量をふくぬとし， .vn(~.a)-lij) の極限分布の分散共分

数行列とゾfi(&/3)-Sj)の極限分布の分散宍分散行列との差をとると，それは非負

値定符号行列となる。ただし，これが正値定符号行列となるのは，当該構造方程式

九 が過剰認定式の場合のみである。したがって，過料認定の構造方程式を少なくとも
七

一本は含むようなモデルであれば，三段階最小二乗推定量は二段階最小二乗推定量

より漸近的により有効な推定量であるということがわかる九

S 推定量の有効性の定義については，本稿第I節(前号)6ペ}ジの注を参照されたい。

そうすると，この点と，完全情報最尤推定量と三段階最小二乗推定量との漸近的
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同等性および情報制限最尤推定量と二段階最小二乗推定量との漸近的同等性とか

ら，完全情報最尤推定量は情報制限最尤推定量より漸近的により有効な推定量であ

るということもわかる。こうして，モデルの計測にあたって全変数を用いることの

ない情報制限最尤法や二段階最小二乗法よりも，全変数を用いねばならない完全情

報最尤法や三段階最小二乗法の方が優れているとL、うことが，それらの推定量の漸

近的有効性の栢違という点から根拠づけられることになるのである。

では，情報制限最尤法および二段階最小二乗法は，完全情報最尤法および三段階

最小二乗法より実際にどの程度劣るのであろうか。モデルの規模が大きい場合，実

際には， 前二者のいずれかを選択せざるをえない以上汽 計量経済学としてはこの

点を明らかにしておかねばならなL、。こうして，最適推定方法確定のため研究とし

ては，単に，実際的方法である情報制限最尤法と二段階最小二乗法との優劣関係を

明らかにするのみでなく，この両者が完全情報最尤法および三段階最小二乗法より

実際にどの程度劣るかを明らかにすることもまた必要な検討課題となってくるので

ある。

本稿第E節〈前号)26ページの注でも述べたようにp 実際には，計算の容易さとLづ点

から，この両者の他に車接最小二乗法を用いる計量経済学者も少なくない。そこで，これ

ら三種類の方法によって得られる推定量については，次のように， 長クラス推定量という

範騰で統一的な整理がなされてh、る。 (TheiIe，A.， Economic Forecasting and Policy. 

1958)。

(争Jk=何む-kVa' Vo 九，X1i← 1何一向'

rlノk " X，'九 X，'X1ノ " X，' 

ここに，

k=Oの時 直接最小ニ乗法推定量

k=lの時二段階最小二乗推定量

k>lの時情報制限最尤捻定量

ただし，これは，推定置の数式上の形式的類似性のみに驚目した整理に過ぎず， 推定方法

の選択問題に関して言及するところは何もないことに注意されたい。

なお，この他に，これとは含める推定量の範囲が異なるが， いくつかの推定量の問の関 ， 

係を形式的に整理したものとして，最良漸近正規推定量 bestasymp刷 icallynormal 夫
estimator と L ヴ範鳴もある〈竹内啓『計最経済学の研究~，東洋経済新報社1972年，第 8

章〉。

こうした諸点の検討は，まず，モンテ・カルロ法による研究としておし進められ

た。これは，次のような手順により，各種推定方法の優劣比較を試みるものである。
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(1) まず，任意にモデルを設定する。通常，これは計算労力にたいする考慮から，

2~3 個の内生変数と 3~6個の外生変数を含む小規模な向時方程式モデルとし

て設定される。

(2) 設定されたモデルの係数パラメータおよび撹乱項の分散共分散行列に特定の値

を与え，いわゆる真の構造を定める。

(3) 一定の乱数表をもとに，携苦LJ賓の分布かちの標本をくり返し作り出す。この場

合，標本の大きさは，通常15~30程度とされる。

(4) 外生変数に任意の値を与え，その値と擾乱項の標本{直をもとに内生変数の値を

作り出すの

(5) こうして得られた内生変数および外生変数の値の組に各種推定方法を適用し，

係数パラメータの推定債を求める。

(6) 以上の手続きを多数回(通常lOO~200回〉くり返し，推定方法ごとに係数ノミラ

メータの推定値の頻度分布を求める。

(7) こうして得られた摂定値の頻度分布L はじめに仮定した莫値との関係を検討

し，各種推定方法の優劣比較を試みる。

上記子)1原(4)で，標本の大きさは15~30程度とされるとしたのは，通常の計量経済

学的研究において利用可能となる時系列データの個数が大体この程度であるからで

ある。ところで，構造パラメータの推定基準として採用された一致性とLづ推定特

性は，あくまでも，標本数が無限大となった時の推定量の性質である。ところが実

際の計量経済学的研究において利用しうる統計データの個数がこのように少数値で

あるというのであれば，一致性とL、う推定特性が少数値のデータの場合にも推定基

準としての有意味性を保持しうるのかどうかというととが当然問題になってくる。

そこで，モンテ・カノレロ法による研究では，こうした点の解明にその最大の力点が

置かれることになるのであるヘ

本 モンテ・カノレロ法による推定量の優劣比較の試みは， H.ワグナー A.L.ナガール，

R.L.ベイスマン， R サマーズ等により， 1950年代の後半から60年代の諸半にかけて活

発に展開された。そして，その成果の概要は].ジョンストンによってまとめられている。

詳しくはこれを参照されたい。

Wagner， H.， .‘A Monte Carlo Study of Estimators of Simultaneous Linear Struc-

turaI Equations，" Econometrica， Vol. 26， 1958. 



N且gar，A. L.， "A Monte Carlo Study of Alternative Simultaneous Equation 

Estimators，" Econometrica， VoI. 28， 1960. 

Baseman， R. 1.，“A Note on the Exact Finite Sample Frequency. Function of 

G. C. L. Estimators in two Leading Over-identified Cases，" Journal of American 

Statistical Associαti四， Vo1.56， 1961; 

Summers， R.，“A Capital Intensive Approach to the Small Sample Properties 

of Various Simultaneous Equation Estimators，" Econo問 etrica，Vol. 33， 1965. 

Jhonston， ]" Econometric Methods， 1963， Ch.10. <邦訳>w計量経済学の方法』竹

内啓訳，第10章，東洋経済新報社，昭和39年。

5 構造ノfラメーグの推定i二関する考奈(二・完)

ところで，上記の手順をふんで得られた係数/，ラメータの推定値をもとに各種推

これには通常次の三つの定方法の優劣をどのように比較するかという点であるが，

基準が用いられる。

.偏り =9-0

1 N 

・分散=会:ECIii-e)2 
J.'1 i=l 

1 N ゐ

・平均平方誤差出よc:EC8iーの2
ょせ i=1

N;係数パラメータの推定値をくり返し求める回数ただし，

。;係数ノミラメータの真値

ん;係数パラメータの推定値 Ci=1，2，…-・，N)

8;推定値の算術平均

偏りはN備の推定値が平均的に真値からとの程度離れているかを明らかにするた

めの基準であり，分散はN個の推定値がどの程度の散らばりきもつかを明らかにす

るための基準である。また，平均平方誤差出次のように，分散と偏りの二乗との

和に分解できる。

噌 N τ N _ ~ 

去:E Cêi- O)2=二~L(êi-íi)2十 (6ーの2
1¥1 j:::l 1" i巴 1

二
九
四

ぞの同時充足性を見るたこれは偏りと分散とを統合した基準であり，したがって，

めの基準であるということがわかるヘ

* 仮に偏りのある推定量一一〈漸近的〉不備推定量でなL、とL、うことーーであっても，その

分散がその偏りを埋め合わせる程度に小さいならば， 平均平方誤差基準の充足度は高くな

る。そうすると，平均平方誤差基準をとることによって， 直接最小二乗推定量のように漸

近的不偏性すらもたない推定量と，情報制限最尤推定量や二段階最小二乗推定量のように
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漸近的不鋪位をもっ推定量との掲での優劣比較も形式的には可能となってくる.モンテ・

カノレロ研究の主眼は， ひとつには，このような比較を試みるところにもあったということ

に註目されたい。

というのは，構造パラメータの捻定方法として， 直接最小二乗法を退け，計算がそれよ

りも複雑な情報制限最尤法，ニ段階最小二乗法等を採用した以上， これらの推定法が直接

最小二乗法よりとの程度優れているかを調べておくことは， 計量経済学にとって，実際問

題として必要である。そこで，ほとんどのモンテ・カルロ研究においては，上記の平均平

方誤差を用いて， 直接最小二乗法との優劣比較が試みられているのである。

6 

これらの基準を用いるにしても，推定されるパラメータは 1つのみでなくさて，

しかも，遇常，各パラメータごとに上記基準の充足度は異なってく複数個存在し，

る。例えば，内生変数を 211困，外生変数を 3個含むモデルであれば，普通7個の係

この7個のうちには，情報制限最尤法による推定値が相対数パラメータが存在し，

的に良好となるパラメータもあれば，二段階最小二乗法による推定値が相対的に良

さらには，直接最小二乗法による推定値の方が相対的好となるパラメータもあり，

に良好となるパラメータすらあるのである。そこで，上記基準を用いて推定方法の

優劣比較を行うといっても，特定のパラメータ推定債のみに注目するわけにほいか

ず，全ノfラメータの推定債を全体として比較するということが必要となってくるの

であるのすなわち，例えば，上記基準それぞれにつき，最も充足度が高くなったパ

メラータの個数を比較したり，あるいは，上記基準の充足度の高い順に高得点を自己

し，全ノfラメータについての得点の総和を比較するといった形で推定方法の優劣比

較が行われるのである。

こうした優劣比較の試みによって得られた結論のいくつかを見てみることにしよ

う。内生変数2個，外生変数4個のモデルをもとに，完全情報最尤法，情報制限最

尤法，二段階最小二乗法，直接最小二乗法という 4つの方法の優劣比較を試みたサ

マーズの研究では，完全情報最尤法が，分散の点で直接最小二乗法に劣り iまするも

のの，備りが少ないため，平均平方誤差では他の方法を圧倒するとL、う結果が得ら

れている。計算が複雑であるため，モンテ・カルロ研究において完全情報最尤法と
二
九
三

の比較が試みられるケースはそれほど多くなしサマーズの研究はこうした比較が

試みられた代表的な例となってL可。そして，上記の結果より，完全情報最尤法の

優越性は少数個のデータの場合にドもあてはまろと，一般には受けとられていくこと

になるのである。
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ところで，サマーズは，モデルに定式化の誤りが含まれる場合についても伺様の

比較を試みてh、る。すなわち，二本の方程式のうちの一方から外生変数をひとつ取

り除いたり，あるいは，別の外生変数をつけ加えるなどして，モデルに定式化の誤

それらの優劣を比較するそれに各種推定方法を適用することによって，りを含め，

のである。この場合には，先の結果とは逆に，完全情報最尤法は煽りおよび平均平

方誤差のいずれの基準に関しても他の方法より劣るとbづ結果が得られてL喝。

これが完全情報最尤法の優越性を示す先の結果と矛盾すると受けしかしながら，

モデルの定式化に誤りがあれば推

定椅度が悪くなるのは当然であり，完全情報最尤法の場合にはこの定式化の誤りに

よる影響の度合が最も高いと考えることができるからである。そして，

とられることはけっしてなかった。というのは，

このことは

推定手続きの形式的特徴から説明されうるところとなっていた。すなわち，直接最

Jj、二乗法はむろんのこと，情報制限最尤法および二段階最小二乗法のいずれの場合

も，係数ノfラメータの推定にあたって他の方程弐に含まれる変数をすべて同時に利

用するというわけではない。しかしながら，完全情報最尤法の場合には，全方程式

もしある方に含まれる変数をすべて同時に利用しなければならなし、したがって，

その影響は全パラメータの推定値に直接影響を程式に定式化の誤りが含まれれば，

及ぼすことになり，全体として見れば，定式化の誤りによる推定精度の低下の度合

tt，他の方法より完全情報最尤法の方が高くなるというわけである。定式化の誤り

こうしたことが実証されたことになるを含んだ、場合のサマーズの結果は，いわば，

と受けとられていくのである。

そうすると，最適推定方法の選択問題にたいする取り組み方にも一定の変

これまでは，情報制限最尤法ないし二段階最小二乗

法が採用されるのは，あくまでも，モデルの変数が多い場合には完全情報最尤法お

さて，

化が生まれてくる。すなわち，

よび三段階最小二乗法の計算が事実上不可能となってしまうからであった。その意
二
九
二

味で，前二者はあくまでも後二者の代用法であった。ところが，計算の簡単化のた

めに他の方程式の変数の一部を無視することが，逆に，モデルの定式化の誤りにた

も、する頑健性 robbstnessをもっとL、うのであれば，官官二者が後二者の代用法であ

ることをことさら強調する必要はないように思われてくる e というのは，実際の計

量経済モデルに定式化の誤りが全く含まれないと考えることはおよそ不可能だから
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である。こうして，少数個のデータの場合に前二者が後二者よりどの程度劣るかな

どとL、うことは研究課題としては後方に退き，実際的方法である前二者および直接

最小二乗法という三つの方法の聞での優劣関係の解明にのみ関心が向けられていく

ことになるのである。

では，これら三つの方法の優劣に関するモンテ・カルロ研究の結果はどのような

ものであったであろうか。まず，先のサマーズの研究であるが，そこでは，偏りは

情報制限最尤法が最も良好で，分散では直接最小二乗法が最も良好となっている。

この後者の結果，平均平方誤差では，直接最小二乗法が二段階最小乗法よりわずか

に良心情報制限最尤法よりはるかに良いとL寸結果が得られている。また， 3備

の内生変数と 5イ閏の外生変数を含むモデルをもとに，情報制限最尤法，二段階最小

二乗法および直接最小二乗法の優劣比較を試みたベイスマンの研究でも，やはり，

直接最小二乗法が，偏りは最悪であるものの，分散が最も良好であるため，平均平

方誤差では，二段階最小二乗法より良く，情報制限最尤法よりはるかに良いという

結果が得られてL喝。このべ千スマンの研究では，情報制限最尤法と二段最小二乗

法とに関しては，偏り，分散の双方とも後者が優っている。

ところで，他方，次のような結果も得られてし喝。 3個の内生変数と 3個の外生

変数を含むモデルをもとに，情報制限最尤法と直接最小二乗法との優劣比較を試み

たワグナーの研究では，両者の平均平方誤差はほぼ同じとなっている。また，同様

のモテソレで，二段階最小二乗法と直接最小二乗法との優劣比較を試みたナガールの

研究でも，両者の平均平方誤差はほぼ同じとなっている。これらの結果は，先のサ

マーズ，べイスマンの結果とは大きく異なっているが，このような相違が生まれて

くるということは，実は，モンテ・カルロ研究の限界を何よりも端的に示するとこ

ろとなっているのである。というのは，仮に乱数表が完全であるとしても，係数パ

ラメータおよび援乱項の分散共分散にどのような値を与えるかによって，各種方法

九 の推定精度は大きく変ってこざるをえないへとくに，平均平方誤差基準で評価する

場合には，援苦L項の分散共分散の値の設定の仕方による影響は極めて大である。上

記の相違は，主として，このようなところから生まれてきているのである。こうし

て，モンテ・カルロ研究による結果をただちに一般化することは原理的に不可能で

あることに注意しなければならない。それは一種のケース・スタディに過ぎないの
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である。

掌 係数パラメータおよび撹乱項の分散共分散に与える値を変えることによって捻定結果が

¥'1.i、lこ変ってくるかを検討したものとしては，例えば，次がある。

竹内啓，関谷章，佐和隆光「計量経済学における統計的推定の二・三の問題について」

m季刊j理論経済学』第16巻，第1号， 1965年〉

Anderson， T. W.， K. Morimune and T. Sawa， "The Numerical Values of Some 

Key Parameters in Econometric Models，" Technical Report No.270， The Economic 

Series Institute For Mathematical Studies In The Social Science， Stanford U ni.， 

1978. 

しかしながら，モンテ・カルロ研究がこのような限界をもっとはいえ，計量経済

学としては，そうした研究において，直接最小二乗法の推定精度が意外に良好ていあ

り，また，情報制限最尤法と二段階最小二乗法とでは，後者の推定精度の方が良好

であるケースが多かったということを無視することもできなかった。そこで，今度

は，このような傾向が何故生まれたのかを理論的に解明する方向に研究の力点が移

されていくことになるのである。そして，この点でまず問題にしなければならなっ

たのは，平均平方誤差基準で推定方法の優劣を比較するとすれlま， 2次のモーメン

トをもたない推定量を不当に過少評価する結果となるのではなかろうかというべイ

スマンの指摘であるヘ

本 Baseman，R. L.，“A Note on the Exact Finite Sample Frequency Functions of 

Generalized Classical Linear Estimators in Two Leading Over-identified Cases，" 

lournal of Am肝 icanStatistical AS5ociation， Vol. 56， 1961. 

すなわち，モンテ・カルロ法により一定ノfラメータの推定を無限回くり返すとす

れば，利用した推電方法による推定量の小標本分布と同ーの頻度分布が得られるは

ずである。平均平方誤差基準により推定方法の優劣比較を試みるということは，こ

の小標本分布の2次のモーメント E(企ーβ)2による比較を近似的に行おうとするこ

とに他ならない。したがって， もし特定の推定量にこの2次のモーメントが存在し

ない一一これが存在しないということはこれが無限大になることを意味している*

ーとすれば，そうした推定量の平均平方誤差州の推定量より大きくなってしま き
うのはむしろ当然の結果である。しかしながら， 2次のモーメントが存在せず， し

たがって，理論的な平均平方誤差が無限大になるからといって，ただちにそうした

推定量が劣ると判断することはできない。というのは，仮に2次のモーメントが存

在しないとしても，その分布の真{直への集中度が他の推定量より高いならば，そう



10 立教経済学研究37巻3号 (1984年〉

した推定量の方が望ましいと考えることもできるからである。したがって，各種推

定量に2次のモーメントが存在するかどうかを確かめずに，モンテ・カルロ研究に

おける平均平方誤差基準の充忌度のみから各種推定量の優劣を推しはかろうとする

のは危険である。ベイスマンの指摘を敷討すれば以上のごとくであった。

＊ 確率変数のそーメント momentは一般に次のように定義される。すなわち， zを連続

型確率変数正し，その密度関教を／（x）とする時， 次弐を zのσの回りの h次のそーメン

トとL、う。

E{(x-a)k} = J二いのkf(x)dx 

そうすると，次式で表わされる Zの平均値＝期待値 μは，上式で， a=O,k=lとした場合

に等しL、から， Zの原点の回りの1次のモーメントということになる。

μ=E(x)= f二zf(z)dx

zの平均め回りの2次のモーメントは，この μ を用いて次のように表わされる。

E(1ー俳J:oo (x一庁f仰 χ

ところで，この2次のモーメントが存在Lないということの意味であるが， 突は，これ

は密度関数の定義域に関わる問題である。すなわち，上式布辺を見れば明らかなように，

f(x）の定義域がzの有限の範囲であるとすれば， Zの2次のモーメントは必ず存在するこ

とになる。したがって，逆にこれが存在しないというととは， f(x）がzの有限の範囲によ

って定義されてはいないと弘、うことを意味しているのである。例えば，正規分布のすそ野

'/Jt左右に無限にのびてしまっている分布のようなものを考えればよいであろう。この場合

にl;l:, 2次のモーメ γトは無限大となり， 有限のモーメント値！；！：存在しないということに

なる。

そこで，計量経済学としては，今度は，各種推定量のモーメントが実際にどの程

度存在するのかを理論的に解明しておかねばならなくなった。そして，この点を明

らかにするためには，各種推定量の密度関数を導出しておかねばならなかった。構

造方程式の本数が2ないし 3本の小規模なモデルに関してではあるが，いくつかの

推定量の密度関数を導出しようとする試みは， 1960年代のはじめにはすでに開始さ

]¥. れていたへ

九

定例えば次がある。

Baseman, R. L., ibid. 

Bergstrom, A. R.，“The Exact Sampling Distributions of Least Squares and 

Maximum Likelihood Estimators of the Marginal Propensity to Consume，＇・ Econo・

metrica, Vol. 30, 1962. 
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しかしながら，そこでは極めて限られたケースでの頻度分布が計算されていたに

過ぎず，各穣推定量の密度関数を導くための理論的研究が本格{じするのは， 1960年

代の終りごろからであるヘ

' 最適推定方法が篠定できないまでも， 1950年代から60年代にかけて計量経済モデJレの計

測実践が活発に展開され，モデルの大型化が急速に進められてきた。 しかしながら，それ

にもかかわらず，経済予測などの商で計量モデルは期待遇りの成果を上げることができ

ず， 1960年代の終りごろからは，計量経済学的手法にたいする反省の気運が高まってく

る。上記の理論的研究の本格化は， 他ならぬこのような時期に対応していたということに

注目しておきたい。

こうした研究は， D.リチャードソン， T.W.アンダーソン，佐和隆光等により

おし進められ，各種推定量の小標本モーメントについては，次のようなことが明ら

かにされたヘすなわち，ひとつは，ベイスマンの予想通り， 情報制限最尤推定量

には2次のそーメントはおろか 1次のモーメントすら存在しないということであ

り，そして，もうひとつは，二段階最小二乗推定量および直接最小二乗推定量には

一定次数までのモーメントが存在するが，その次数は，主として，当該構造方程式

の外生変数の{回数および標本の大きさに依存するとL、うことである。

* 次を参照されたい。

Richardson， D.H.，“The Exact Distribution of a Structural Coefficient Estima-

tor，" Journal of American Statistical As却 ciation，Vol. 63， 1968. 

Sawa， T.， "Finite Sample Properties of the K-cJass Estimators，" Econometrica， 
Vo1.40， 1972. 

Anderson， T. W. and T. Sawa， "Distributions of Estimates of Coefficients of a 

Single Equation in a Simultaneous System and Their Asymptotic Expansions，" 

Econcm棺trica，Vo1.41， 1973. 
ただし，これらの研究によって明らかにされた密度関数は， 内生変数が2個でしかも先

決変数としてラグ付内生変数を含めないモデルをもとに導出されたものに限られていたと

Lヴ点に注意しなければならない。 これは，内生変数の個数がこれより増えたり，ラグ付

内生変数を含めたりすると，積率行列の分布の密度関数が極めて複雑となってしまい，全

体としての処理が事実上不可能となってしまうからである。

こうして，一般に，二段階最小二乗推定量ならびに直接最小二乗推定量には 2次 八
/¥ 

のそーメントが存在するが，情報制限最尤推定量には 2次のモーメントが存在せ

ず， したがって，その理論的な平均平方誤差が無限大となるため，この基準に依拠

する限りは，情報限制最尤法は，二段階最小二乗法はおろか直接最小二乗法よりも

劣るとLづ結論が得られてしまうことになるのである。そしてまた，モンテ・カル
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ロ研究において，情報制限最尤法が直接最小二乗法より劣るケースが多かったこと

は，いわば，上記のことが経験的に確かめられたことを意味していると見なされて

いくことになるのである。しかしながら，情報制限最尤法が直接最小二乗法よりる

劣るというごとは，情報制限最尤法が考案された経緯からすれば，到底認め難いと

ころであった。そこで，計量経済学においては，平均平方誤差基準による優劣比較

の試みはひとまず退けられ，今度は，各種推定量の密度関数における小標本特性を

明らかにすることによって推定方法の優劣比較を試みようとする重)jきが起ってくる

のである。

ところが，実際にそうするためには密度関数があまりにも複雑であった。そこで

このための突際的試みとしては，密度関数を構成するパラメータに一定の値を与え

ることによって密度関数の数値計算を行しりそうして得られた分布の形状を比較す

ることによって各種推定方法の優劣比較を試みるということが行われるようにな

る。すなわち，各種推定量の密度関数は，構造ノfラメータの真値，データの個数，

外生変数の個数，援乱項の分散共分散の値等をパラメータとしてもっており，これ

らの値が変ることによって密度関数の分布形状は様々に変ってくるはずである。そ

こで，これらのパラメータのいずれか一つの値を変化させ，その他のパラメータに

は一定の値を与えることによって密度関数を計算し，その分布形状を比較するので

ある。

位和は，二段階最小二乗推定量と直接最小二乗推定量に関してこのような比較を

試み，撹乱項の分散共分散の値，データの｛回数，外生変数の個数等を変化させるこ

とによって両推定量の分布形状が大きく変ってくることを確認した。そして，全体

として見ると，前推定量の分散は大差ないものの，偏りの面で二段階最小二乗推定

量が直接最小二乗推定量よりわずかに優っていることから，佐和は，かろうじて二

一段階最小二乗法の方に軍配が上げられると結論づけてL可。

A 
七

本詳しくは次を参照されたい。

佐和隆光『計量経済学の基礎』第15寧，東洋経済新報社，昭和45年。

むろん，佐和の計算は内生変数が2個という極めて小規模なモデルに関してなき

れたものに過ぎず，上記の結論を一般化することが不可能なことはL、うまでもな

h、。しかしながら，むしろ，上記の結果で注目すべきことは，小規模なモデノレとい
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う限定つきではあるが，小標本において見た場合，二段階最小二乗法が直接最小ヱ

乗法に優るといっても，そこにそれほど大きな差があるわけではないということで

ある。このことはすでにモンテ・カルロ研究においても示されていたが，上記の数

値計算によりいわばそれが理論的にも確かめられた形になったわけである。

ところで，他方，情報制限最尤法との比較に関してはどうであろうか。これにつ

いては，上記と同様の比較を試みることは困難であった。というのは，上記の数値

計算をともかくも行L、えたのは，二段階最小二乗推定量の密度関数と直接最小二乗

推定量の密度関数とが極めて類似した形をしているからであった。ところが，情報

制限最尤推定量の密度関数はそれらとは大変異なる形のものである。そのため，情

報制限最尤推定量との聞で上記の比較を試みることは事実上断念せざるをえなくな

ってしまうのである。

そこで，情報制限最尤推定量との比較に関しては，推定量の漸近展開を利用した

比較というものが試みられるようになる。そして，ここにおいては，優劣比較の基

準として平均平方誤差が再び登場することになる。すなわち，各種推定量をまずエ

ッジワース展開し，次に，そうして得られた分布の近似式をもとに平均平方誤差基

準によって推定量の優劣比較を試みるのであるヘ これはとりわけ情報制限最尤法

と二段階最小二乗法との間で試みられた。

* この場合， 平均平方誤差による比較が可能になるのは何故かということは次のように考

えればよい。すなわち，情報制限最尤推定量に2次のモーメントが存在しないのは，この

推定量の分布のすそ野が延々と広がっているためである。そこで，このすそ野を一定のと

ころで切り落とすとすればどうなるであろうか。明らかに有限のモーメント値が存在する

ことになる。エッジワース展開による分布の近似式の導出とは， このすそ野の切り落しに

相当するものである。 したがって，こうして得られた近似式を用いるならば，平均平方誤3

差による比較が可能となるのである。

なお，各種推定量の漸近展開については例えば次を参照されたい。

Sargan， J. D.，“Econometric Estimators and the Edgeworth Approximation，" 

Eco抑制etrica，Vol. 44， 1976. 

Anderson， T. W.， "An Asymptotic Expansion of the Distribution of the Limited 主
Information Maximum Likelihood Estimate of a Coefficient in a Simultaneous ノ、

Equation System，" ]our1Jal of America1J Statistical Associatio1J， Vo1.69， 1974. 

ただし，このエッジワース展開によって得られる近似式には，パラメータとし

て，データの個数，内生変数のf回数，外生変数の個数，撹乱項の分散共分散の値等
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が含まれ，これらの値が変わるにつれて各推定量の理論的な平均平方誤差は変って

こざるをえない。それゆえ，こうした方法で推定量の優劣比較を試みるといって

も，上記のパラメータがとのような値をとる時にはどの推定量が優れているといっ

た比較にとどまらざるをえないのである。そこで，例えば，このような比較を通じ

て，規模の大きいモデルの場合には情報制限最尤法が，また，規模の小さいモデル

の場合には二段階最小二乗法が優れているとし、った判断をする計量経済学者も生ま

れてきているヘしかしながら， これも確定的な結論となりうるわけではけっして

なく，漸近展開の近似度を変えるなどすればまた異なった判断が生まれてこざるを

えないことに注意しなければならなL、
* 次を参照されたい。

イ田良彦「連立方程式モテソレの推定 展望J(~山形大学紀要〈社会科学)~第12巻第 1 号，

昭和56年7月〉

こうして，構造パラメータの各種推定量の小標本分布に関する理論的研究は，モ

ンテ・ 3むルロ研究において見い出された一定程度の傾向が何故生まれたのかを理論

的に解明し，そのことを通じて最適推定方法確定のための判断材料を得るために開

始されたものであったが，当初の意図に反し，逆に，最適推定方法を一般的に確定

することは困難であるとL寸結論に到達しつつあるのが現状なのである。

v r構造推定」の特質

複数個開発されている構造パラメータの推定方法のうちいずれが最適であるかを

明らかにするために，計量経済学がどのような研究を積み上げてきたかということ

は，前節で概観した遭りである。ぞとにおけ忍最大の関心事は，実際的方法である

情報制限最尤法と二段階最小二乗法とではどちらが優れているかとu、う問題であっ

た。そして，この問題が一般的に解明されるならば，推定方法の選択をめぐる計量

八 経済学者の悩みはあらかた解消するはずであった。ところが，研究の進展につれて
五

明らかになってきたことは，情報制限最尤法と三段階最小二乗法との優劣関係はモ

デルの規模，撹乱項の分散共分散の値等によって変ってくるものであり，一般的に

どちらが優れているかを確定することは不可能であるということである。こうし

て，計量経済学としては，今度は，モデルの規模や撹乱項の分散共分散の値がどの
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ような時にはどちらの推定方法が優るのかを詳細に明らかにせねばならなくなって

きているのである.最適推定方法確定のための理論的研究は，今後は，このような

方向に進んでいくことが予想される.

しかしながら，こうした研究が展開されたとしても，撹乱項の分散共分散の値を

事前に知ることがそもそも不可能である以上，推定方法の選択についての実践的に

有意味な結論をそこから導き出すことは実際問題として不可能であるといわざるを

えない。そして，そうである以上，構造パラメータの推定理論に出来るだけ忠実で

あろうとする計量経済学者は，この二つの方法を前に全くお手上げの状態となって

しまうのは必至である。では， 30年近くにわたり最適推定方法確定のための努力を

続けてきた計量経済学が今日の時点に立ってなさねばならないことは，一体何であ

ろうか。それは，他ならiJ.，推定方法の複数性の問題がそもそも何故生まれてくる

ことになったのかを聞い直してみることであろう.そして，この必要性は最適推定

方法確定のためのこれまでの研究においてもすでに示唆されていたのである。以

下，まず，そのことを確認しておきたL、
最適推定方法確定のためにこれまで試みられてきた研究は，すべて，次のような

手順を踏むものであったeすなわち，まず，その定式化が完全に正しいことを仮定

したモデルを設定し，次lみそうしたモデルに各種推定方法を適用することによっ

て得られる推定量の分布を導き，その分布の比較から一定の結論を導き出そうとす

るものであった。こうした研究においていくつかの相違が見られたのは，ここにい

う推定量の分布の内容である。それは，モンテ・カノレロ法による頻度分布の場合も

あれば，密度関数の数値計算によって得られる分布の場合もあり，さらには，推定

量の漸近展開による近似分布の場合もあった。しかし，いずれの場合も，モデルの

定式化が完全に正しL、ことを前提している点では全く共通していた。

で1ま，現実の計量経済学的研究でモデルの定式化の正しさがあらかじめ保託され

ているようなケースは一体あるのであろうか。推定方法の選択に関するこれまでの 八
四

研究は，モデルの定式化の正しさを明らかにする問題を完全にネグレクトし，モデ

ルが正ぃ、とすればいかなる推定方法を用いるべきであるかとLづ課題設定のもと

にのみおし進められてきた。計量経済学の側からすれば，推定方法それ白体の優劣

が問題なのであるから，モデルの定式化の正しさを明らかにする問題と推定方法の
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選択の問題とは切り離して考えるべきであるということになるわけであるが，統計

調査という一種の社会的実践の結果であり，管理実験の結果ではけっしてない経済

統計資料を利用しなければならない計量経済モデルの場合には，モデルの定式化の

16 

正しさを明らかにする問題を全くネグレクトしてパラメータの推定問題のみを取り

このこ上げるなどということはおよそ不可能であるといわざるをえない。そして，

とは，実は，構造パラメータの推定方法を複数個開発するというととを通じて，他

ならぬ計量経済学みつ》、らが認めるところともなっているのである。

前節で，完全情報最尤法および三段階最小二釆法と比較した時の情報制限最尤法

モデノレの定式化の誤りにたいする頑健および二段階最小二乗法のメリットとして，

あくまでこれは，性が高い点が注目されていると述べておいた。しかしながら，

この見方にも，他の方程式の定式化の誤りにたいする頑健性と Lづ意味であって，

おいては，計測を試みる当の方程式それ自体に定式化の誤りが含まれることは全く

当該方程式想定されていない。ところが，実際の計測で問題となるのは，まさに，

おh、そオ1とノfの定式化がEしいかどうかであるのとのEしきが確認されない隈り，

亙節で述べたようラメータの推定につき進むわけにはし、かないのである。そこで，

iこ，実際の計測にあたっては，単一方程式モデルとしての多元回帰モデルの計測方

そう法を用いて個々の方程式の変数選択の適否が吟味されることになる。そして，

した吟味を行う以上，本来なら，係数パラメータについても直接最小二乗法で推定

することが必要であった。

ところが，モデルが同時方程式モデルであることをつらぬくためには，たとえ上記

の方法で個々の方程式の適切性を吟味したとしても，直接最小二乗法でその係数パ

との土うな二律背ラメータを推嬉するというわけにはけっしていかない。そこで，

反を克服するために，一方では，構造パラメータの推定基準を満たし，他方では，

直接最小二乗法の適用結果に出米るだけili:¥、結来を生み出せるような方法として，

二段階最小二乗法が開発されることになったわけである。直接最小二乗法と二段階
二
八
三

最小二乗法の密度関数やモーメントの式が酷似しているということは，けっして偶

こうした方法が新たに開発されたことの帰結とし然ではないのである。そして，

て，推定方法の複数性の問題が深刻な問題として浮びよってきたのである。このよ

うに，推定方法の複数性の問題の発生それ自体が，すでに，モデルの定式化の正し
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さを明らかにする問題をネグレスクしてパラメータの推定問題のみを取り上げるこ

とが不可能であることを何よりも端的に示すところとなっているのである。

しかしながら，いざ，複数個の推定方法が出そろってみるとどうであろうか。何

故このような事態が生まれたのかという点は全く省みられることなく，その定式化

が完全に正しいことを仮定したモデルをもとに，各種推定方法の優劣が競われるこ

とになってしまった。そして， その結果，先に述べたように，推定方法の選択につ

いて実践的に有意味な結論を導き出することが困難となり，袋小路lニ追い込まれる

結果となってしまっているのである。だが，推定方法の優劣を比較する研究におい

ては， このような袋小路に陥ることを回避しうる条件も存在していたという点に注

目しておかねばならないであろう。というのは， そこにおいては，構造パラメータ

の推定方法としては不適当であるとして退けられた直接最小二乗法が，構造パラメ

ータの推定方法のひとつとして位置づけられた三段階最小二采法じ比べてそれほど

大きく劣るものではないということが明らかにされていた。ごく限られた事例で

は，直接最小二乗法が二段階最小二乗法にも情報制限最尤法にも優るとL、う結果す

らでていた。このような結果が示されたということは，構造パラメータの推定理論

を根本から見直す絶好の機会となっていたはずである。

ところが，計量経済学は， これまでのところ， このような結果すら深刻に受けと

めようとはしていないのである。これは，計量経済モデルの計測実践のみに携わり，

その方法の発展には何ち関知しようとしない計量経済学者にとっては，直掠最小二

乗i去が構造パラメータの推定方法として位置づけられた方法に比べてそれほど見劣

りしないということは，計算労力のことを考えれば，むしろ好都合であるというこ

とが大きく影響している。こうして，実際の計測実践の領域では，一度は切り捨て

られたはずの直接最小二乗法が大きくクローズアップされることになり，他方，計

量経済学の理論の領域でほ，計調l実践の領域からの突き上げがないため，上記の結

果の深刻さについては全く省みられることなし一層抽象的に推定方法の優劣比較

に腐心し，先にふれた袋小路へと足を踏み入れる結果となってしまっているのであ

る。このように，方法についての理論的建前と計測実践の領域での実状が大きく黍

離してきている以上， 計量経済学としては，推定方法が何故複数個存在するのか

を， しがってまた，構造パラメータの推定とはそもそも何であるのかを銀本的に問

/¥ 
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L、直さねばならない時期に達しているといわねばならなし、そこで，次に，こうし

た点を考えるにあたっての手掛りとなるところを述べておくことにしたい。

I節で述べたように，構造パラメータの推定方法として直接最小二乗法が退けら

れるのは，モデルが何時方程式モデルとして設定されるからである。すなわち， 1 

節(自)式に含まれる G本の方程式それぞれの自己完結性を認めるのではなしそれら

全体をもって経済過程の記述手段としようとするためである。このような考えに立

っと，各方程式の撹乱項について相互独立性を仮定することが不可能となり，それ

らが同時確率分布に従うことを認めざるをえなくなる。そして，そうすると，今度

は，各方程式の援乱項とその方程式に含まれる説明変数の一部(=同時従属変数〉

との間に相互独立性を仮定することが不可能となり，各方程式に直接最小二乗法を

適用しても，そうして得られる推定量には何らの推定特性も認められなくなってし

まうわけである。

では，計量経済モデルは何故同時方程式モデルとして設定されねばならないので

あろうか。計量経済学においては，この必要性は経済量の特殊性にたいする認識か

ら説かれるものとなっていた。すなわち，経済過程の研究で利用可能となる統計デ

ータは管理実験の結果ではけっしてなしあるがままの姿を受動的に観察したもの

に過ぎない。経済諸量のあるがままの姿とは，自然科学における諸量と異なり，そ

れらが相互依存的因果連鎖のもとにあるということである。したがって，経済統計

データの利用にあたっては，経済諸量が相互依存的関係にあることを十分考慮に入

れた方法が必要となってくる。そして，そうである以上，計量経済学としては，説

明変数の被説明変数にたいする一方的依存関係しか表現しえない単一方程式モデル

を退け，一定変数を説明変数の位置にも被説明変数の位置にも置くことが可能とな

る同時方程式モデルに依拠せねばならなくなるというわけである。計量経済学がそ

の方法上の一大到達点として同時方程式モデルを誇るのは，それがこのように経済

八 量の特殊性を十分考慮に入れたものであるとみなされているからに他ならなb、

しかしながら，これでもって経済景の特殊性が十分考慮されていると考えること

には疑問を呈さねばならなL、というのは，計量経済学がいうところの経済量の相

互依存性とは，例えば，ケインズ型マクロ計量モデルについていえば，国民総生産

は消費支出に依存して決定されると同時に消費支出の決定因ともなるといった関係
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をさしてし喝。この場合，前者の依存関係は，国民総生産は消費支出と投資支出の

和であるとL、う定義的恒等式として定式化され，また，後者の依存関係は，限界消

費性向安係数にもつ消費関数として定式化ぎれているものであるが， J.M.ケイン

ズ自身の考え方とは異なりへ ケインズ型マクロ計量モデルにおいては， この限界

消費性向が長期的にもコンスタントな値をとることが仮定されている。そして，こ

の値を時系列データを用いて推定することが，本稿で見てきた構造パラメータの推

定方法に委ねられることになるわけである。

J .M.ケインズの理論は短期を前提としたものであり，パラメータカ1畏期的にもコンス

タントな値をとることを仮定する計量経済学については，これを厳しく批判していた。

cf. Keymes， J. M.，“Professor Tinbergen's Method，" Economic lournal， Vol. 99. 

No.195， 1935. 

そこで，問題はこうしたパラメータが長期的にもコンスタントな値をとると仮定

することが現実的であるかどうかである。消費支出の増大が生産活動を刺激し国民

総生産の増大を生む。その結果，今度は逆に，増大した国民総生産によって消費支

出が増大する。マクロ計量モデルにおいて仮定されるところは，この円環的因呆連

鎖において，消費支出が国民総生産の増大に与える影響の度合が常に不変であると

いうことである。しかしながら，このような仮定が現実的意味をもちうるとは到底

考えられなし、。というのは，仮に，一定の関数式によって経済諸量聞の関係を表現

するととが可能であるとしても，経済活動の規模の変化，所得分配の構成の変化等

によって，消費支出が国民総生産に与える影響の度合も常に変ってくると考えねば

ならなし、からである。つまり，計量経済学がいうところの経済量の相互依存性を真

に考慮に入れるとすれば，計量経済モデルで仮定されたパラメータが常に変化する

と考えねばならないはずである。

とうして，モデルを同時方程式モデルとして設定する根拠として，経済量の栢互依

存性という点を掲げることは，経済過程の実状に全く反するものであるといわざる

をえないのである。では，計量経済学にとって，モデルを向時方程式モデ tレとして設 合
定しなければならない何らかの理由が他に存在するのであろうかe 同時方程式モデ

ノレは単一・方程式モデルの問題点を克服するために開発されたわけであるが，経済量

の相互依存性といった議論が何の意味ももちえない以上，こうした議論とは別個に

単一方程式モデルの問題点の克服の意味について考えてみることが必要であろう。
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1929年恐慌発生の直後の1930年lニ，国際的学会組織である計量経済学会が創立さ

れたわけであるが，それをはさむ30年ばかりの間，計量経済学においては，もっぱ

ら単一方程式モデルの計測が試みられていた。むろん，そこにおいて何らの困難に

直面しなかったというわけでは全くなしむしろ，それははじめから大きな困難iニ

遭遇していた。計量経済的研究の端初的形態は， 日.ムーアによる需要曲線の統計

的導出であるが汽これは次のような問題をかかえていた。

本 Moore， H.， E印刷附icCycles， Their Law and Cause， 1974. <邦訳>~経済循環期

の統計的法則』捲)111.定三訳，大鐙閤，昭和3年。

ムーアほ農産物の個別市場における需要曲線を回帰分析法を用いて導出すること

を試みたが，その際，生の価格・数量データを使用するのではなく，対前年の百分

比をもったり， トレンド比をとるなどして加工したデータを使用していた。むろん

この土うな加工を行う理論的必然性が存在するわけではないが，ムーアは終始この

ような加工法の開発に努めていたのである。これが何故かということは，ムーアが

用いた生のデータの相関係数がどの程度であったかを知ることによっておおよその

見当がっしそれは，大体において， O. 3~0. 5程度であった。相関係数が 0.5のデ

ータを散布図上で見ればわかるように，これでは回帰分析;去を適用しても有意な結

果を得ることはできない。そこで，ムーアは，この相関係数を高めるためにデータ

の加工に腐心したというわけである。それは，各加工法を適用することによって相

関係数がO.8~O.9程度にまで高められていることからも確認することができる。こ

のように，ムーアli，モデルを単一方程式モデルとして設定し，その係数パラメー

タが安定的であることを証拠づけるために，データの加工とL、う手段を用いていた

のである。

ところが，こうした手段を用いて相関係数が高められたとしても，今度は，計測

ー された回帰式が需要曲線であるとはみなし難いといった問題が生じてくる。という

完のは，その醐式聞ける変数は，もはや，価格・数量を表わすものでは全くな

く，単なる比率を表わすものに過ぎず， したがって，それは経済理論でいうところ

の需要曲線の変数とは全く別個のものとなってしまっているからである。こうし

て，ムーアの試みにおいては，相関係数とL、う技術的条件の充足性を確保しようと

すれば，変数の理論的規定が陵昧となり，また，変数の理論的規定を多少とも重視
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するため生のデータを用いようとすれば，パラメータの安定憶を示すことが全く不

可能となるというように，技術的要請と理論的要請とが相対立する結果となってし

まっているのである。

そこで，このような，ムーアの直面した困難にたいして， E.J.ウーキングIi,

散布図上の統計データをシフト（＝平行移動〉する需要・供給両曲線の交点として

説明するとしづ図式を提唱したヘというのは， こうした図式を用いるならば，栴

関の程度の低い生のデータを使用したとしても，経済関係式のパラメータの安定住

を仮定しておくことが可能となるからである。ただし，この場合には，そのパラメ

ータの安定性を直接経験的に示すことを放棄するとU寸代償を払ってであることに

注意しなければならなu、。そして，今日普及している同時方程式モテ、ルは，実は，

このワーキングの図式に外生変数を加えることによってパラメータの推定を可能と

したものに他ならないのである。

書 こうした図式をもとにワーキングは，両曲線のシフトの程度が不明であるti、上，導かれ

た回帰式が需要曲線であるかどうかは認定できないとムーアの試みを批判し， その同時捻

定の必要性を示唆している。

Working, E.J.，“What Do Statistical ‘Demand Curves' Show，？” The Quartely 

Journal of Economics, Vol.41, 1927. 

なお，ムーアの研究は，その後， H.シュルツ， R.7リッシュ等により引き継がれ，最

終的に T.ホーヴェルモによって同時方程式モデノレが開発されることになる。こうした流

れについては，拙稿「計量経済モデJレの歴史的展開について」（『統計学』第43号， 1882年

9月，産業統計研究社〉を参照された＼'o 

以上見てきた事例は，計量経済学会が創立される以前の時期のものであるが，そ

れでも，同時方程式モデルが開発された真の意味を理解する上では十分示唆的であ

る。そこで， I節（1）式の多元回帰モデノレに立ち戻ってみることにしたh、。同時方程

式モデルはこの多元回帰モデルのかかえる問題点を克服するために開発されたわけ

であるが，ここにUサ問題点とは一体何であろうか。

ムーアが直面した困難が示唆しているように，多元回帰モデルのかかえる問題点 七

としてまず第一にあげねばならないのは，技術的基準の充足度を高めようとすれ

ば，モデノレを構成する変数の理論的規定が唆昧なものとならざるをえなくなるとい

う点である。すなわち， I節で明らかにしたように，多元回：帯モデルの計測理論の

基本的な論理構造は， 「そうした仮定が成り立たないとする理由はなL、」とする論

l¥. 
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法によって，種々の仮定が積み上げられ，係数ノfラメータが推定されていくとh、う

ものであった。そして，この論法を成り立たせる根拠が，種々の仮定が有意|生検定

にパスすることであった。その意味で，このモデルにおいては，計測結果の信頼性

をおしはかる第一の萎準となるのは，仮説検定に用いられる諸検定量が一定水準を

満たしているかどうかなのである。つまり，逆にいえば，この充足度が低い限り

は，モデノレの計測はそもそも無意味であると考えられるわけである。

ところで，このように技術的基準の充足性が第ーの優先事項とされると，モデル

の作成にあたってどのような事態が発生するであろうかe まず第一に，取り上げる

変数があらかじめ定まっている場合には， t値(=帰無仮説における t検定量〉や重

相関係数ないし F1i直(=帰無仮説における F検定量〉の充足度を高めるために，こ

れらの変数のいくつかについて比率や対数をとらざるをえなくなる。というのは，

多くの場合，その方が上記の検定量の充足度が高くなるからであり，高い有意水準

のもとに検定にパスする方が信頼性が高いと判断される以上，これは当然の結果で

ある。ところが，そうすると，モデルを構成する変数の理論的規定が駿昧となり，

計測結果が経済学的にいかなる意味をもつのかが不明となってしまう。すなわち，

自然科学の用語を借りれば，ディメンジョンの考慮すらできなくなってしまうわけ

である。

そして，第二に， t値や童相関係数の充足度が高くなるように変数を選択する場

合にも，経済学的に意味不明の変数の混入が避け難くなってくる。とL、うのは，そ

のような変数が混入したとしても，それで重相関係数が高くなるようであれば，そ

の変数をモデルに組み入れておかざるをえないからである，

こうして，多元回帰モデルの計測においては，上記の事態が発生したとしても，

t値や重相関係数の充足度が高くなる限りは，その計測結果を基本的に正しいもの

として許容*せねばならなくなるのであるの これが， 多元回帰モデルのかかえる第

七ーの問題点である。

七 事 この場合の許容とは， 1節で述べたように， i反証」不可能を内容とするものである。

しかしながら，むろん，計量経済学においては，経済学的意味づけの全く不可能

な方程式を設定するわけにもいかなh、。そこで，通常は， t億や重相関係数の充足

度を多少犠牲にすることによって，何とか経済学的に意味づけの可能な変数のみが
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集められることになるのである。その意味で，計量経済モデルが多元回帰モデルと

して設定されたとしても，その計測理論に完全に忠実にことがはこばれるというわ

けではけっしてないことに注意しなければならない。しかし，それで計量経済モデ

ルとしての体裁が整ったとしても，実際に計測を試みてみると，今度は次のような

問題に直面せざるをえなくなる。

それは，一定のデータ期間においては許容されたはずのモデルが他の期間では許

容されなくなるとbサ問題である。というのは，使用する時系列データの期間を変

えれば，他の説明変数をモデルに組み入れた方が上記の技術的基準を良好に満すよ

うになるとL寸事態がしばしば発生するからである。他の説明変数をモデルに組み

入れた方が技術的技術をより良好に満たすようになるとすれば，そのそデノレの方が

今度は優先的に許容されるようになることはL、うまでもなL伸。

事 モデノレの許容が「反証」不可能を内容とする実証原理に基づくとはいえ， 少なくともそ

こにおいては， 相対的に高い有意水準のもとで帰無仮説が検定にパスすることが要求され

る。 とb、うのは，有意水準の高さを問わないとすれば. i反証」不可能を内容とする実証

原獲をもち込むことそれ自体が不可能となってしまうからである。

こうして，時の経過につれて時系列データが次々と新たにつけ加えられていくこ

とを考えると，許容されるモデルが次々と交替し，適切なモデノレを確定することが

永久に不可能となってしまうことがわかるのである。すなわち， r反笹」不可能を

内容とする実証原理をもち込もうとするも，実際には，それによって普遍的に許容

されるモデルが存在しなくなるとLづ問題をかかえているわけである。これが計量

経済学にとっての単一方程式モデルの計測方法の根本的な問題点であった。計量経

済学はこの問題を克服せねばならなかったのである。

このように考えてくると，同時方程式モデルの開発理由はもはや明白である。計

量経済学にとっては， r反証」不可能を内容とする実証原理の導入を徹底させるた

めに，普遍的に許容されるモデルを確定することが必要であった。単一方程式モデ

ルの計測方法においてこれがなしえなかったのは，帰無仮説の検定に際して有意水 七

準の高さを競ったからである。これはそうすることによってパラメータの安定性を

示そうとしたためである。そうすると，普遍的に許容されるモデルを確定するため

には，このような試みを行わずにパラメータの安定住を前提しておくことが必要と

なってくる。そして，先のワーキングの図式より明らかなように，統計データをシ

ムノ、
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フトする複数の方程式の交点として説明しようとするならば，パラメータの安定性

を無条件に前提しておくことが可能となる。そこで，このような方式を操作可能と

するために，外生変数が導入され，向時方程式モデルが開発されたというわけであ

る。この場合，計量経済学にとって好都合なことに，パラメータの有意性検定は事

実上不可能となり，ノfラメータの推定値が一義的に確定される限りは，そのモデル

を現実の一説明手陵として不適切であると切り捨てる理由が見い出せなくなるので

ある。こうして，同時方程式モデル方式であれば， i反証」不可能を内容とする実

証原理によって普通的に許容されるそデルを確定することが形式的に可能となるの

であるへいわば， この実証観を方法面で徹底させたことが，同時方程式モデルに

よる単一方程式モデルの問題点の克服ということの本質的意味内容であるというこ

とができるのである。

この場合の決定的な実証基準は，パラメータの推定が可能になるか否かである。すなわ

ち，パラメータが一義的に確定できるならば，現実の一説明として拒否する理由は全くな

くなるとL、うわけである。計量経済学において認定問題が非常に形式的に定式化されてい

るというのも， との土うな考え方かちすればtrlろ当然の結果であろということができょ

う。

だが，この場合，パラメータの安定性を直接経験的に示すことをそもそも放棄し

ているわけであるから，そこにLづ構造パラメータも，もはや，客観的存在として

のそれではけっしてなしいわば，主観的にのみ設定された範囲奪となっているとい

うことに注意しなければならない。つまり，主観の側で自由に設定した方程式によ

って， i混沌」とした現実の説明を試みようとするのが同時方程式モデル方式の本

質であるということができる。したがって，逆にいえば，同時方程式モデルとは，

客観的現実の近似的模写凸寸意味でのモデルとは全く異質なものであるというこ

とに注意しなければならないのである。

おわりに
七
五

同時方程式モデノレの特質が明らかになったことにより，推定方法の複数性の問題

の本質も明らかになったことと思われる。同時方程式モデルそのものは，パラメー

タが安定的であることそれ自体を直接経験的に示すことを放棄し，それを無条件に

前提することを本質とするものである。したがって，その係数パラメータ=構造パ
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ラメータの推定方法においても，パラメータの安定性に疑いをさしはさむことなく

推定が実行されるものが必要となり，この要請に正面から応えたものが最大尤皮法

であった。そして，これを用いてパラメーターの推定が可能となる限りは，どのよ

うなモデルであっても現実の一説明としては正しいことが基本的に承認されること

になるのである。以上のごとき方法論理がとられるのは，経済統計資料が管理実験

の結果ではないことを計量経済学なりに考慮したことの結果であった。

ところが，自然科学からのアナロジーとして，安定的パラメータを中心に経済過

程の説明を試みようとしていることを強く念頭に置くと，その安定性を亘接経験的

に示しておかねばなちない土うにも思われてくる。そこで，この見地をつらぬくた

めi二，パラメータの推定方法として最小二乗法の適用プロセスがエ夫された諸方法

が生み出されることになったのである。だが，もともと，パラメータの安定性をE主

接経験的に示すことが不可能であるところから，悶時方程式モデルが生まれ，最尤

法が採用されたわけである e したがって，これをもとに戻そうとしても，何ら困難

の打開にはつながらないことはL、うまでもなL、。

こうして，推定方法の複数性の問題それ自体は，安定的パラメータにより経済過

程を説明するのでなければ科学的研究とはh、えないとする特異な科学観に立脚する

計量経済学が，その見地が実現でさずに動揺している姿を何よりも明確に浮き彫り

にするものとなっているのである。したがって，今日，計量経済学にとって最も必

要なことは，上記の科学観そのもの誌と改めることであるといわざるをえなh、。なぜ

なちぱ，資本主義経済においては，パラメータが不断に？をイじすることが経済過程の

本質的特徴となっているからである。

以上，本穏で試みてきたととは，構造ノぞラメータの捻定にまつわる問題を検討す

ることによって，計量経済学が今日関われている問題lま何であるかを明らかにする

ことであった。とし、うのは，その担い手が不能庁に変わりながら継承されていくとい

う計量敵済学の特徴を考えると，これまでの計量経済学の想論の展開を総括し，そ 七

こから教訓を導いておくということはけっして無意味ではないように思われたから 日

である。本稿lまそうした作業のひとつである。




